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2 　 4 カ国を取り上げる理由と各国の特徴



















































































位置づけられてきたヨーロッパの 2 カ国と東アジアの 2 カ国，計 4 カ国を取り上げている。
（1）　4カ国を取り上げる理論的・実証的意義






















題のいくつかに直面するという意味で，ある種の「境界例（border case）」でもある（Lewis and 
Hobson 1997：1-2）。


















































































































割合をみたデータによると，2016 年時点では日本の割合は 7.8％であり，OECD 平均 10.8％を下回




















（5）　出典は，OECD ホームぺージ　Education at a Glance 2019　OECD Indicators（http://www.oecd.org/education/




























国では 2020 年 6 月国会での養育費支払いの履行を強化する法案が可決され，政府が養育費を月 20






























































で 63.3％，韓国で 53.4％，フランスで 40.6％であったのに対し，「妻も夫も同じように行う」とい

















（8）　内閣府『令和元年版 少子社会対策白書』。OECD 報告書 “Dare to Share：Germany’s Experience Promoting 
Equal Partnership in Families”（2016）。




































　さらに 4 カ国のなかでも，とりわけ韓国では，2000 年以降，短期間で圧縮的に諸改革が進行し
た。特に転換点は 2007 年からのひとり親家族支援政策と，近年の子どもの権利保障をめぐる政策
































































































































































































の多様化と政策的対応に関する国際比較研究」（2015 ～ 2017，課題番号 15 Ｋ 03864）の研究成果である。
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